
 
 

福岡市鉄道駅耐震補強事業費補助金交付要綱 

 

（通則） 

第１条 福岡市鉄道駅耐震補強事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付につい

ては、福岡市補助金交付規則（昭和４４年福岡市規則第３５号）に定めるもののほか、

この交付要綱の定めるところによる｡ 

 

（補助の目的） 

第２条 この補助金は、鉄道事業者が実施する鉄道駅耐震補強事業に要する経費の一部

を、予算の範囲内で国の鉄道施設総合安全対策事業費補助制度に基づき補助すること

により、主要な鉄道駅の耐震補強の促進を図ることで、鉄道駅利用者の安全の向上を

図ると共に発災時における鉄道駅の緊急応急活動拠点機能を確保することを目的と

する。 

 

（補助対象事業） 

第３条 補助対象事業は、乗降客数が一日一万人以上の駅(地下駅を除く。)であって、

かつ、折返し運転が可能な駅又は複数路線が接続する駅において、次の各号に掲げる

範囲内で柱、基礎等の補強（ブレース、耐震壁の設置等を含む。）により耐震補強を

行う事業のうち、国の耐震補強事業に関する補助金を受けることが確実なものをいう。 

  (1) 鉄道事業の用に供する鉄軌道駅の建築物 

  (2) 緊急応急人員輸送の機能維持のための必要最小限の範囲の構造物 

 

（交付の対象等） 

第４条 市長は、福岡市交通局を除く鉄道事業者（以下「補助対象者」という。）が行

う補助対象事業に必要な経費のうち、補助金交付の対象として市長が認める経費（以

下「補助対象経費」という。）について、予算の範囲内において補助対象者に対して

補助金を交付する。 

２ 補助対象経費は、補助対象事業を行うために直接に要した本工事費及び附帯工事費 

（移転補償費を除く。）とする。 

 

（補助金の額） 

第５条 福岡市が交付する補助金の額は、補助対象経費に１／６を乗じて得た額を限度 

とする。 

 

（申請手続） 

第６条 補助対象者は、補助金の交付を受けようとするときは、第１号様式による交付

申請書に第２号様式による実施計画書を添付して市長に提出するものとする。 

２ 補助対象者は、前項の補助金の交付の申請をするに当たって、当該補助金に係る消

費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消

費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係

る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第



 
 

２２６号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じ

て得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）を減額して交付申請し

なければならない。ただし、申請時において消費税等仕入控除税額が明らかでないも

のについては、この限りではない。 

 

（交付決定の通知等） 

第７条 市長は、前条の規定による補助金の交付申請があったときは、これを審査のう

え、予算の範囲内で交付決定を行い、第３号様式による交付決定通知書（増（減）額

の交付決定にあっては第３号の２様式）を補助金の交付決定を受けた者に送付するも

のとする。 

２ 市長は、前条第２項のただし書きによる交付の申請がなされたものについては、補

助金に係る消費税等仕入控除税額について、補助金の額の確定において減額を行うこ

ととし、その旨の条件を付して交付決定を行うものとする。 

３ 市長は、適正な交付を行うため必要があると認めるときは、当該申請に係る事項に

ついて条件を付することができる。 

 

（申請の取下げ） 

第８条 補助金の交付決定を受けた者は、補助金の交付決定後にその交付決定に係る申

請を取り下げるときには、交付決定の通知を受けた日から起算して３０日以内にその

旨を記載した書面を市長に提出しなければならない。 

 

（計画変更） 

第９条 補助金の交付決定を受けた者は、第２号様式による実施計画書を変更しようと

するときは、第４号様式による変更承認申請書に第２号様式による実施計画変更書を

添付して、市長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、流用先の費用

における当初計画額の３０％以内の増額にあっては、この限りではない。 

２ 市長は、第２号様式による実施計画書の変更の申請があったときは、その内容を審

査のうえ、承認し、第５号様式による承認書を補助金の交付決定を受けた者に通知す

るものとする。 

３ 補助金の交付決定を受けた者は、第１項ただし書による軽微な変更を行ったときは、

第６号様式による変更届に、第２号様式による実施計画変更書を添付して市長に届け

出なければならない。 

 

（状況報告） 

第１０条 補助金の交付決定を受けた者は、補助金の交付決定を受けた事業（以下「補

助事業」という。)の実施状況について、市長の要求があったときは、速やかに第７

号様式による実施状況報告書を市長に提出しなければならない。 

２ 補助金の交付決定を受けた者は、補助事業が年度内に完了しない見込みであるとき

及び補助事業の遂行が困難となったときは、第７号様式による実施状況報告書を市長

に提出し、その指示を受けなければならない。 

 

（実績報告） 

第１１条 補助金の交付決定を受けた者は、補助事業が完了したときは、補助事業完了



 
 

の日から１か月を経過した日又は補助事業完了の日の属する年度の３月３０日のい

ずれか早い日までに、第８号様式による実績報告書を市長に提出しなければならない。

ただし、補助事業の全部が交付決定年度内に完了しないときには、翌年度の４月３０

日までに第９号様式による実績報告書を市長に提出しなければならない。 

２ 補助金の交付決定を受けた者は、前項の実績報告を行うに当たって、補助金に係る

消費税等仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税等仕入控除税額を減額して報

告しなければならない。 

 

（補助金の額の確定等） 

第１２条 市長は、前条本文に定める実績報告書の提出を受けたときは、これを審査の

うえ、交付すべき補助金の額を確定し、第１０号様式による通知書を補助金の交付決

定を受けた者に送付するものとする。 

 

（返還命令） 

第１３条 市長は、補助金の交付決定を受けた者が補助金の交付を受けたにもかかわら

ず、当該年度内（出納整理期間を含む。）に国から補助金の交付を受けられなかった

場合は、その補助金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

 

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１４条 補助金の交付決定を受けた者は、第６条第２項ただし書きにより交付申請を

行った場合において、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金

に係る消費税等仕入控除額が確定した場合には、速やかに第１１号様式により市長に

報告しなければならない。 

２ 市長は、前項の報告があった場合には、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部

の返還を命じることとする。 

 

（補助金の整理） 

第１５条 補助金の交付決定を受けた者は、補助対象経費に係る補助金について収入及

び支出に関する帳簿を備え、他の経理と区分して補助金の使途を明らかにしておかな

ければならない。 

２ 補助金の交付決定を受けた者は、前項の帳簿とともに、その内容を証する書類を整

理して、補助事業完了の日の属する年度の終了後５年間保存しなければならない。 

 

（取得財産等の整理） 

第１６条 補助金の交付決定を受けた者は、補助事業によって取得し、又は効用の増加

した財産（以下「取得財産等」という。）に関する特別の帳簿を備え、取得財産等を

取得し、又は効用の増加した時期、所在場所、価格、取得財産等に係る補助金等の取

得財産等の状況が明らかになるように整理しなければならない。 

 

（帳簿等の保存） 

第１７条 補助金の交付決定を受けた者は、次の各号に掲げる帳簿等を、減価償却資産

の耐用年数等に関する告示（平成２２年国土交通省告示第５０５号。以下「告示」と

いう。）に定める耐用年数を経過するまでの期間、保存しておかなければならない。 



 
 

(1)前条に規定する帳簿 

(2)取得財産等の得喪に関する書類 

(3)取得財産等の現状把握に必要な書類及び資料類 

 

（取得財産等の管理等） 

第１８条 補助金の交付決定を受けた者は、取得財産等について、補助事業の完了後に

おいても、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的に従って、その効

率的運用を図るようにしなければならない。 

 

（取得財産等の処分の制限） 

第１９条 補助金の交付決定を受けた者は、取得財産等について、補助事業の完了後に

おいても、告示に定める耐用年数を経過するまでの期間は、市長の承認を受けること

なく補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供

してはならない。 

 

（監督） 

第２０条 市長は、必要と認めるときは、補助金の交付決定を受けた者に対して補助事

業の実施状況及び補助金の整理について検査を行い、又は報告を求めることができる。 

 

（暴力団の排除） 

第２１条 市長は、福岡市暴力団排除条例（平成２２年福岡市条例第３０号。次項にお

いて「暴排条例」という。）第６条の規定に基づき、本条に規定する排除措置を講じ

るものとする。 

２ 市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、この要綱に定める他

の規定に関わらず、補助金を交付しないものとする。 

(1)役員のうちに暴排条例第２条第２号に該当する者 

(2)役員のうちに暴排条例第６条に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有

する者 

３ 市長は、補助対象者が前項各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付の決定

の全部又は一部を取り消すことができる。 

４ 市長は、補助金からの暴力団の排除に関し警察への照会確認を行うため、補助対象

者に対し、役員の氏名（フリガナを付したもの）、生年月日、性別等の個人情報の提

出を求めることができる。 

 

（その他） 

第２２条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、住宅都市

局長が別に定める。 

 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年８月１日から施行する。 



 
 

（適用区分） 

２ この要綱の規定は、平成２８年度予算より執行する補助金から適用する。 

（期間） 

３ この要綱は、平成２９年３月３１日をもって廃止する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

（期間） 

２ この要綱は、平成３１年３月３１日をもって廃止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 


